
大規模災害時における労働・社会保険等の相談に関する協定書 

 

 伊達市（以下「甲」という。）と福島県社会保険労務士会（以下「乙」という。）は、地震、風水

害、原子力災害及びその他の大規模な災害が発生した場合（以下「大規模災害時」という。）にお

ける労働や社会保険等の相談に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、伊達市内での大規模災害時において、甲が乙に協力を求めるにあたって必要

な事項を定めるものとする。 

 

（相談・支援の内容） 

第２条 乙は、その専門的知識を活かし、大規模災害時に被災者の生活基盤を確保し生活の安定を

図るため、以下の相談や支援（以下「相談支援」という。）を行う。 

（１） 労働関係の相談支援 

  雇用保険の手続の仕方、離職票の書き方 

  労災保険における給付の手続き相談 など 

（２） 健康保険及び年金関係の相談支援 

  健康保険証の再発行などの健康保険に関する相談 

  遺族年金、障害年金の手続の仕方 

  年金手帳の再発行や年金の各種変更手続の仕方 など 

 

（相談支援の依頼） 

第３条 大規模災害時、甲が支援等の必要があると判断した時は、乙に対し次の事項について文書

等により依頼するものとし、乙は社会保険労務士（以下「社労士」という。）を相談員として派

遣するものとする。なお、緊急の場合は、甲は電話等で依頼することができるものとし、後日速

やかに依頼文書を送付するものとする。 

 （１） 支援等の場所及び当該場所への経路 

 （２） 必要とする支援の内容 

 （３） 必要とする人数及び期間 

 （４） 前各号に掲げるもののほか、必要とする事項 

 

（支援等の実施体制） 

第４条 乙は、あらかじめこの協定に基づく支援等を行うための連絡系統等の実施体制を整備し、

甲へ通知するものとする。 

２ 乙は、実施体制に変更が生じた場合は、速やかに甲に通知するものとする。 

 

（報告） 

第５条 乙は、第２条に規定する相談支援が終了したときは、相談支援活動の概要（以下の内容）

について甲に報告するものとする。 



 （１） 相談支援を実施した場所、期間 

 （２） 相談支援活動に従事した人員（名簿） 

 （３） 相談者数及び相談内容別の件数 

 （４） その他必要な事項 

 

（経費の負担） 

第６条 支援等の実施にかかる経費は、原則として無料とするものとする。 

 

（損害の負担） 

第７条 支援等により生じた損害は、乙が負うものとする。 

 

（災害補償） 

第８条 支援等に従事した社労士が、支援等の場所の経路の途中及び支援等従事中に負傷、罹患、

又は死亡した時の補償は、当該社労士の責任において行うものとする。 

２ 乙は、支援等の実施にあたり、乙の会員の災害補償及び第三者に対する損害補償に対応したボ

ランティア保険に加入するよう努めるものとする。 

 

（協議） 

第９条 この協定に定めのない事項又は疑義が生じた時は、その都度甲乙協議して定めるものとす

る。 

 

（連絡窓口） 

第１０条 この協定に関する連絡窓口は、甲においては伊達市消防防災課、乙においては福島県社

会保険労務士会とする。 

 

（適用） 

第１１条 この協定は、協定締結の日から適用する。 

 

この協定を証するため、本書２通作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

平成３０年３月１５日 

 

                   甲  伊達市長 須田 博行        

  

 

                   乙  福島県社会保険労務士会 

                      会長   宍戸 宏行         

 


